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397 392

関係する計
画、通知等

雇用保険法第63条第1項第7号、雇用保険法施
行規則第125条の2第2

第8次職業能力開発基本計画
（平成18年厚生労働省告示第449号）

22年度 23年度要求

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室 能力評価課

上位政策

能力評価課長職業能力開発局

労働保険特別会計雇用勘定

担当部局庁

多様な職業能力開発の機会を確保すること

総事業費(執行ベース) 461 397 392

508

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 501

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

職業能力習得支援制度実施事業については、事業の目的は概ね達成されたと判断し、平成２１年度をもって廃止している

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

本事業については、平成２１年秋の行政刷新会議による事業仕分けの評価を踏まえて、平成２１年度をもって廃止とし
た。

・委託先を選定するに当たって、企画書の内容を評価することにより、適正な事業内容となっているか確認している。ま
た、委託契約時に、実施計画が企画書の内容と相違していないか確認している。
・事業終了時に提出される、事業の実施結果報告書及び精算報告書により支出内容及び事業の実施状況を把握して
いる。
・受託者が開催するビジネス・キャリア検定試験委員会等に出席し、進捗状況の確認を行っている。

事業番号 775

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(  厚生労働省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成５年度職業能力習得支援制度実施事業

執行率 97.2 78.1% 78.2%

平成２１年度
・ビジネス・キャリア検定試験合格者数：１０，９３３名
・YES－プログラム認定講座修了者・認定試験合格者数：３８９，７５９名

461

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

事務系職業に就く労働者が段階的かつ計画的に職業能力を習得することを目的として、8分野45単位の試験を実施
（中央職業能力開発協会が試験問題作成し、都道府県職業能力開発協会が受験申請及び試験実施）することにより企
業における人材開発や公正な処遇に資する。(ビジネス・キャリア検定試験)
企業が若年者に求めている「就職基礎能力」（コミュニケーション能力、職業人意識など5つの領域）を身につけることが
できる講座・試験を認定し、若年者等が当該講座や試験を通じて就職基礎能力を習得した場合には「若年者就職基礎
能力習得証明書」を発行することにより（中央職業能力開発協会において、当該証明書の発行申請を受け付ける）、若
年者等の就職活動に資する。(YES-プログラム)

事務系職業に就く労働者や若年者等について、企業・業界が実際に職場で必要とする能力を明確化し、段階的かつ計
画的な職業能力習得の支援やその能力を評価するための試験の実施などを通じて、労働者の職業の安定及び地位
向上に資するものである。なお、本事業は平成２１年度限りで廃止。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

－474



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省

３９２百万円

・事務系職業に就く労働者の段階的かつ計画

的な職業能力習得への支援（ビジネス・キャリ

ア検定試験）

・若年者就職基礎能力習得証明書の発行によ

る若年者等の就職活動の支援（YES-プログラム)

Ｂ．都道府県職業能力開発協会

８６百万円

受験申請及び試験実施

（ビジネス・キャリア検定試験）

Ａ ．中央職業能力開発協会

３０５百万円

・試験問題作成（ビジネス・キャリア検定試

験）

・証明書の発行申請の受付(YES-プログ

ラム)

【企画競争】 【企画競争】



0計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 13 計

その他 謝金・内国旅費・消費税 2

庁費 試験会場借上料等 11

B.  東京都職業能力開発協会 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 305 計

その他 内国旅費・消費税 17

諸謝金 試験問題作成委員等への謝金 49

人件費 担当職員の配置 165

庁費 事務所借料及び損料等 74

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.  中央職業能力開発協会 E.



Bブロック支出先内訳（上位10者）

職業能力習得支援制度実施事業

■ブロック別執行額上位１０

都道府県職業能力開発協会名 額（百万円）

1 東京都職業能力開発協会 13

2 神奈川県職業能力開発協会 6

3 大阪府職業能力開発協会 5

4 石川県職業能力開発協会 3

5 福岡県職業能力開発協会 3

6 愛知県職業能力開発協会 3

7 新潟県職業能力開発協会 2

10 山口県職業能力開発協会 2

8 広島県職業能力開発協会 2

9 京都府職業能力開発協会 2


